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前 文
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⑫町民参加の基本 ⑬町民参加の対象
⑭町民参加の方法
⑮提出された意見等の取り扱い
⑯審議会等の委員の選任

第９章 行政運営

㊱総合計画 ㊲財政運営
㊳行政評価 ㊴行政改革
㊵行政手続 ㊶政策法務
㊷危機管理 ㊸公益通報

第１０章 連携・協力

㊹町外の人々との連携及び協力 ㊺他の市町村との連携及び協力
㊻国及び北海道との連携及び協力 ㊼国際社会との交流及び連携

第５章町民

⑲町民の権利 ⑳町民の役割
㉑事業者の役割

第７章議会

㉗議会の責務 ㉘議員の責務

第８章行政

㉜行政の責務 ㉝町長の責務
㉞就任時の宣誓 ㉟職員の責務
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㉙町民との情報共有と町民参加
㉚町長等と議会及び議員との関係
㉛自由討議

第4章住民投票

⑰住民投票
⑱住民投票の請求等

8/30の勉強箇所
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第５回勉強会

【4/26済】

【4/26済】

第６章協働・コミュニティ

㉒協働の推進 ㉓コミュニティ
㉔コミュニティの役割 ㉕町民とコミュニティ
㉖行政とコミュニティ

【6/22済】 【7/26済】 【8/30】



自治基本条例の住民投票

地方公共団体において行われる投票のうち、選挙及び解職又は解散の投票を除き、
個々の政策等について、地方公共団体がその可否又は選択肢を住民に示し、住民が
投票により自らの意思を表明する方法により行われるもの
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住民投票

情報共有町民参加

 住民の意思把握における各章との関連性

住民
意思把握



 規定の意義

 間接民主制度を補完し、住民の総意を的確に把握するための制度

先例自治基本条例では、ほぼ標準装備となっている。
ただし、規定するのは大枠であり、詳細の規定は別条例に定める（委任する）ことになる。

 住民投票制度の種類

① 拘束的住民投票

投票結果が、議会又は町長その他の執行機関の意思決定を拘束するもの
（法律に根拠がある場合にのみ可能）

② 諮問的住民投票

議会又は町長その他の執行機関が自らの意思を決定する上で住民の多数意見を知るために行われる
もの （投票効果として、議会又は町長その他の執行機関に尊重義務を課すものが多い）

法的拘束力がある

法的拘束力がない
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 投票の類型

① 法律を根拠とするもの（直接請求）

区 分 根 拠 概 要
拘束／
諮問

投票権者
投票手続／
投票運動

議会解散
議員解職
首長解職
（リコール）

自治法76条～85条

有権者の総数の3分の1以上の連署
による議会の解散、議員・長の解職の
請求があった際に、住民投票を実施
（投票で過半数の同意があったときは、
それぞれ解散、失職。）。

拘束

満18歳以上の者で引き続
き3か月以上区域内に住
所を有する者（公選法準
用）

自治法85条第1項
（公選法準用）

合併協議会設置 合併特例法4条、5条

直接請求で付された合併協議会の設
置に係る議案が議会で否決された場
合に、長による住民投票に付する旨
の請求又は有権者の6分の1以上の
直接請求により、住民投票を実施（投
票で過半数の同意があったときは、議
会が可決したものとみなされる。）。

拘束

満18歳以上の者で引き続
き3か月以上区域内に住
所を有する者（市町村の
議会の議員及び長の選
挙権を有する者）

市町村合併特例法
5条32項
（公選法準用）

（参考）
地方自治特別法

憲法95条
自治法261条、262条

憲法95条に基づき「一の地方公共団
体のみに適用される特別法」の制定
に当たって、住民投票を実施（法律の
制定には過半数の同意が必要。）。

拘束

満18歳以上の者で引き続
き3か月以上区域内に住
所を有する者（公選法準
用）

自治法262条1項
（公選法準用）

（参考）
国民投票法

憲法96条
日本国憲法の改正
手続に関する法律

憲法96条に基づき「各議院の総議員
の3分の2以上の賛成で国会が発議」
し、これに基づき国民投票を実施（投
票で過半数の同意が必要。）。

拘束

満18歳以上の日本国民
（公選法、民法等の法制
上の措置が講ぜられるま
での間は、投票権者の年
齢は20歳以上とする。）

国民投票法で規定
（公選法一部準用）

※公選法（H28.6.19施行）選挙権年齢18歳～ 民法（R4.4.1施行）成年年齢18歳～
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発
議

発
議

請
求

 （その他） 条例の制定又は改廃の請求・発議

住 民 議 員

議 会

有権者の1/50以上の
連署により請求

議員定数の1/12以上の
賛成として議案提出

（自治法74条） （自治法112条）

意見を付けて付議

過半数（可決）

有権者（6/1現在）
8,499人

1/50＝170人

議員定数
14人

1/12以上＝2人

出席議員の1/2
（議長を除く）＝7人

町 長
発議担任事務として議案提出

（自治法149条）

所管事務として
議案提出

委員会

（自治法109条）

①

②

①

③ ④

- 5 -

条例の制定・改廃

（自治法12条）

（自治法116条）



 主な論点

１ 条例のパターン

② 常設型住民投票

① 個別設置型住民投票

住民からの直接請求又は議員や町長の条例案の提案により、その都度、議会の
議決を経て住民投票条例を制定し実施する。
（議会で否決の場合もある）

 地方自治法（直接請求）のみに基づき、常設条例を設けない

 自治基本条例に再確認の意味として基本的事項を規定

 自治基本条例に大枠を規定し、詳細は別途「住民投票条例」へ委任

あらかじめ制度の仕組みや要件等を定めた住民投票条例を制定しておき、それに
基づき実施する

 常設の条例として「住民投票条例」を別途策定
- 6 -

② 法律に基づかないもの 条例に基づく住民投票

町政の重要事項について、投票によって住民の意思を把握し、その総意を議会や
町長の意思決定に反映させることができる仕組み



個別設置型と常設型のメリット・デメリット

メリット デメリット

個
別
設
置
型

• 投票の対象が明確。
• 実施には議会の議決が必要であり、議会

における十分な議論を経て実施することが
できる。

• 制度の濫用を抑制することができる。

• 案件ごとに条例制定が必要なため、時間と
労力がかかる。

• 条例が制定され、実施されるかは不確実。

常
設
型

• 一定の要件を満たせば実施が可能である。
• 住民投票に対する機運が高まった時に迅

速に対応できる。

• 十分な議論を経ずに実施してしまう恐れが
ある。

• 制度の濫用につながる可能性がある。

住民投票の実施例

• 原子力発電所の建設
• 産業廃棄物処理施設の建設
• 米軍基地の縮小
• 市庁舎の建て替え
• 総合運動公園の建設
• 地域交流センターの建設
• 総合文化会館の建設
• ＪＲ新駅の建設
• 中学校校舎の新築
• 公民館の取り壊し
• 市民病院の建設

• 牧場誘致による牛舎の建設
• 陸上自衛隊の配備
• 市町村の合併
• 議員定数の削減
• 学校建設費の増額
• 小中学校へのエアコン設置
• 土地区画整理事業
• 大阪都構想
• 市名変更
• 企業と連携した市立図書館計画

など
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２ 住民投票の請求・発議 （例）

② 請求・発議の主体・要件を定めるもの

16歳以上
町内に住所を有する永住外国人を含める
町外から町内企業や学校に通勤・通学する者も対象に含める など

③ 実施の義務を定めるもの

④ 参加資格等に踏み込むもの

① 投票対象とする事項を定めるもの
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町政に関する重要事項

• 自治体が行う事務
• 主体間の意見相違があるもの
• 全体に関わる案件

• 住民の福祉に影響を与えるもの
• 直接賛否を問う必要があるもの
• 住民に直接利害関係を有するもの など

参加資格要件

• 年齢要件
• 国籍要件
• 住所要件

1/3以上の連署、議決を要する1/50以上の連署
議員定数の1/12以上の賛成
自ら発議 など

• 住民請求
• 議員発議
• 首長発議

一定数以上の請求があったときは、住民投票を実施しなければならない。
など

• 条件的義務化



３ 開票・投票結果の取扱い （例）

 投票者数の総数が投票資格者数の2分の1に満たないときは開票等を行わない。
 投票結果を尊重する。
 住民投票の結果を事案の審議に反映させるとともに、審議の結果が、住民投票の結果
と異なる場合は、審議経過を住民に説明し、住民に理解を得るように努める。

 住民投票の対象となった事案について町長は、公開の場で町民と町議会と意見交換す
る場を設けなければならない。

４ その他の論点

 代表民主制を基本とする地方自治制度の下で、議会や町長の権能が法令上定められて
いる。これらの権能と責任の関係をどう考えるのか？

 町民参加・情報共有が機能する中で、議会や町長が判断できないテーマがどれだけあ
るのか？

 ○（賛）・×（否）で決定でき、選挙と同じコストをかけてもよいテーマは極めて限定的で
は？

 結論のみについて賛否を問う投票は、とかく情緒に流され、真に正しい判断がなされにく
いのでは？

 利害関係や人間関係の対立が絡んで地域社会に亀裂をもたらすなど、運動の理論に左
右されて判断がなされるのでは？
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議 会

「住民の意思を直接問う必要がある」と認める案件が存在する

 住民投票の流れ（参考 個別設置型住民投票イメージ）

住民投票を発議する際の留意点
１．まちづくりに重要な影響を与える内容であるか
２．住民の意見が二分される重要な施策上の問題が生じたか
３．町長が判断するに当たって非常に重要な施策の選択となるか

住民投票を、条例案として議会に提案する

条例案に必要な規定事項
１．投票に付すべき事項

例①町の存立の基礎的条件に関する事項（行政区域の変更、市町村合併等）
②議会と町長の意見が対立する特に重要な事項
③町の将来を永く決定づける事項について、町民の意見が二分される事項

〈投票になじまない事項〉
例①対象となる地域・町民が一部に限定され、町民の権利が明確に分かれる事項
②総合的で長期的な検討を要し、多様な可能性が存在する事項
③高度に専門的な事項
④町の権限に属さない事項

２．投票の期日
３．投票者の資格
４．投票の方法
５．投票結果の公表
６．投票の成立要件
７．投票に関する運動の規定・罰則
８．その他必要事項

可決 否決

住民投票を実施する
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 先例条例条文比較

区 分 ニセコ町 八雲町 余市町

施 行 日 平成18年4月1日 平成22年4月1日 平成30年4月1日

類 型 個別設置型 個別設置型 個別設置型

条 文

（町民投票の実施）
第48条 町は、ニセコ町にかかわる重要事項
について、直接、町民の意思を確認するため、
町民投票の制度を設けることができる。
（町民投票の条例化）
第49条 町民投票に参加できる者の資格その
他町民投票の実施に必要な事項は、それぞ
れの事案に応じ、別に条例で定める。
2 前項に定める条例に基づき町民投票を行う
とき、町長は町民投票結果の取扱いをあらか
じめ明らかにしなければならない。

（住民投票）
第19条 町長は、町政に関わる重要事項につ
いて、住民（町内に住所を有する者をいう。以
下、同じ。）の意思を直接確認する必要がある
ときは、議会の議決を経て、条例による住民
投票の制度を設けることができます。
2 住民投票に参加できる者の資格及びその
他住民投票の実施に必要な事項は、それぞ
れの事案に応じ、別に条例で定めます。
3 議会及び町長は、住民投票の結果を尊重
しなければなりません。
（住民投票の請求及び発議）
第20条 議会の議員及び町長の選挙権を有
する住民は、法の定めるところにより、その総
数の50分の1以上の者の連署をもって、住民
投票条例の制定を町長に請求することができ
ます。
2 議会の議員は、法の定めるところにより、
議員の定数の12分の1以上の者の賛成を得て、
住民投票条例の制定を議会に発議することが
できます。
3 町長は、住民投票条例の制定を議案として
議会に提出することができます。

（住民投票の実施と取扱い）
第30条 町長は、町政に関する重要な事項に
ついて、直接、町民の意思を確認するため、
住民投票を実施することができます。
2 住民投票の実施に関し必要な事項は、そ
れぞれの事案に応じ、別に条例で定めます。
3 町長は、住民投票を実施するときは、その
結果の取扱いを事前に明らかにします。
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区 分 安平町 美幌町 武蔵野市

施 行 日 平成26年12月26日 平成27年4月1日 令和2年4月1日

類 型 常設型 常設型 常設型

条 文

（住民投票制度）
第13条 町長は、町に関わる重要事項につい
て、直接、住民（町内に住所を有する人。以下
同じ。）の意思を確認するため、住民投票を実
施することができます。
2 住民投票は、住民、議会からの請求又は
町長の発議があったときに実施します。
3 町民、議会、町長は、住民投票の結果を尊
重するものとします。
4 住民投票の実施に関する手続、その他必
要な事項については、別に条例で定めます。

※安平町住民投票条例

（住民投票）
第17条 町長は、町政に関する重要な事項に
ついて、住民（町内に住所を有する者（外国人
を含みます。）。以下この章において同じで
す。）の意思を確認するため、住民投票を実施
することができます。
2 町民、議会及び町長は、住民投票の結果
を尊重します。
（住民投票の請求等）
第18条 年齢満18歳以上の住民で別に条例
で定める者は、町政に関する重要な事項につ
いて、その総数の4分の1以上の者の連署を
もって、町長に対し住民投票の実施を請求す
ることができます。
2 議会は、町政に関する重要な事項について、
議員の定数の12分の1以上の者の賛成を得
て議員提案され、かつ、出席議員の過半数の
賛成により議決したときは、町長に対して住民
投票の実施を請求することができます。
3 町長は、町政に関する重要な事項について、
自ら住民投票を発議することができます。
4 町長は、第1項又は第2項の規定による請
求があったときは、住民投票を実施しなけれ
ばなりません。
5 住民投票の投票権を有する者は、年齢満
18歳以上の住民で別に条例で定める者としま
す。
6 住民投票の実施に関する手続その他必要
な事項は、別に条例で定めます。

※美幌町住民投票条例

第19条 市長は、地方自治法第7条第1項の
規定による廃置分合又は境界変更の申請を
行おうとするときは、住民投票を実施しなけれ
ばならない。
2 前項に定めるもののほか、市長は、市政に
関する重要事項（別に条例で定めるものを除
く。）について、武蔵野市に住所を有する18歳
以上の者のうち、別に条例で定めるものの一
定数以上から請求があったときは、住民投票
を実施しなければならない。
3 市は、別に条例で定めるところにより成立し
た住民投票の結果を尊重するものとする。
4 市長は、住民投票の成立又は不成立にか
かわらず、その結果を公表するものとする。
5 前各項に定めるもののほか、住民投票に
ついて必要な事項は、別に条例で定める。

※武蔵野市住民投票条例
（策定中）

- 12 -



 先例条例比較ポイント

区分

ニセコ町 八雲町 余市町 安平町 美幌町 武蔵野市

個別設置型 個別設置型 個別設置型 常設型 常設型 常設型

対象事項

町に関わる重要事項 町政に関わる重要事項 町政に関する重要な事項 町に関わる重要事項 町政に関する重要な事項
廃置分合又は境界変更の申請
市政に関する重要事項

町及び住民全体に直接の利害関
係を有する者

住民に直接その意思を確認する必
要があると認められる者

住民に直接その意思を確認する必
要があると認められるもの

首長権限 制度を設けることができる 制度を設けることができる 実施することができる 実施することができる 実施することができる 実施しなければならない

請求・発議が
あったとき

（条例案提出） （条例案提出） （条例案提出） 実施する 実施しなければならない 実施しなければならない

請求があったときは実施しなけれ
ばならない

住
民
投
票
の
請
求
・発
議

住民

（別に条例に定める）
選挙権を有する住民総数の1/50以
上の連署

（別に条例に定める）
選挙権を有する者の総数の1/6以
上の連署

年齢満18歳以上の住民で別に条例
で定める請求資格者の総数の1/4
以上の連署

住所を有する18歳以上の者
総数の1/4以上の連署

年齢満18歳以上の者で、引き続き3
か月以上住所を有する者

年齢満18年以上の者で、引き続き3
か月以上住民基本台帳に記録され
ている者

住民基本台帳に記録され、引き続
き3年を超えて日本に居住し、かつ
外国人登録原票に登録されている
者

定住外国人で、引き続き３か月以
上住民基本台帳に記録されている
者

議員 （別に条例に定める） 議員定数の1/12以上の賛成 （別に条例に定める） 議員定数の1/12以上の賛成 議員定数の1/12以上の賛成 ―

首長 （別に条例に定める） 自ら発議 （別に条例に定める） 自ら発議 自ら発議 ―

投
票
資
格
者

住民 （別に条例に定める） （別に条例に定める） （別に条例に定める）
議会の議員及び町長の選挙権を有
する者

年齢満18歳以上の者で、引き続き3
か月以上住所を有する者

年齢満18年以上の者で、引き続き3
か月以上住民基本台帳に記録され
ている者

外国人 （別に条例に定める） （別に条例に定める） （別に条例に定める） ―

住民基本台帳に記録され、引き続
き3年を超えて日本に居住し、かつ
外国人登録原票に登録されている
者

定住外国人で、引き続き３か月以
上住民基本台帳に記録されている
者

成立要件 （別に条例に定める） （別に条例に定める） （別に条例に定める） ― ―
投票をした者の総数が住民投票の
投票資格者の総数の1/2を満たし
たとき

投票結果

あらかじめ明らかにしなければなら
ない

結果を尊重しなければならない
あらかじめ明らかにしなければなら
ない

結果を尊重する 結果を尊重する
結果を尊重する
成立、不成立に関わらず公表する

（別に条例に定める） （別に条例に定める） （別に条例に定める） 結果を尊重しなければならない 結果を尊重しなければならない 結果を尊重する

※青字は住民投票条例の規定
※武蔵野市住民投票条例は素案

請求・発議権は住民のみ
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長 議員 住民

1 箕面市(大阪府) 1997.07

2 高浜市(愛知県) 2002.09 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

3 富士見市(埼玉県) 2002.12 ○
1/3以上、
要議決

1/5以上 1/3以上 なし

4 上里町(埼玉県) 2003.04 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 なし

5 美里町(埼玉県) 2003.04 ○
1/6以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

6 桐生市(群馬県) 2003.07 × × 1/6以上 1/2以上 なし

7 広島市(広島県) 2003.09 × × 1/10以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

8 坂戸市(埼玉県) 2004.04 × × 1/6以上 1/2以上 なし

9 我孫子市(千葉県) 2004.04 ○要議決
1/4以上、
要議決

1/8以上 1/3以上 18歳以上永住外国人

10 大竹市(広島県) 2004.06 × × 1/3以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

11 南伊豆町(静岡県) 2004.09 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 なし

12 増毛町(北海道) 2004.12 ○要議決
1/4以上、
要議決

1/8以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

13 鳩山町(埼玉県) 2004.12 ○
1/3以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

14 宝達志水町(石川県) 2005.03 ○
1/3以上、
要議決

1/10以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

15 岸和田市(大阪府) 2005.08 × × 1/4以上 なし 18歳以上定住外国人

16 名張市(三重県) 2006.01 ○
1/12以上、
要議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

なし 18歳以上永住外国人

17 逗子市(神奈川県) 2006.04 ○要審査会
1/12以上、
要議決

1/5以上 1/2以上 18歳以上定住外国人

18 大東市(大阪府) 2006.04 × × 1/3以上 なし 18歳以上永住外国人

19
山陽小野田市(山口
県)

2006.07 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

20 大和市(神奈川県) 2006.10 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 なし 16歳以上定住外国人

市民参加条例中に「市長が市民投票を実施できる」という規定のみ

№ 自治体名 施行年月
発案権者

成立要件
有権者以外の
投票資格者

長 議員 住民

21 防府市(山口県) 2006.12 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 なし

22 遠軽町(北海道) 2007.04 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

23 東洋町(高知県) 2007.06 ○
1/3以上、
要議決

1/5以上 1/2以上 なし

24 芦別市(北海道) 2008.10 ○
1/3以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 なし

25 北栄町(鳥取県) 2008.10 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

26 稚内市(北海道) 2008.04 ○要議決
1/12以上、
要議決

1/50以上、
要議決

1/2以上 定住外国人

27 輪島市(石川県) 2008.04 ○
1/6以上、
2/3議決要

1/6以上 1/2以上 なし

28 臼杵市(大分県) 2008.04 ○
1/3以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 なし

29 宮古市(岩手県) 2008.07 ○
1/12以上、
要議決

1/5以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

30 上越市(新潟県) 2009.10 ○
1/12以上、
要議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

1/2以上 18歳以上永住外国人

31 奥州市(岩手県) 2009.10 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上定住外国人

32 豊中市(大阪府) 2009.03 × × 1/6以上 なし 18歳以上定住外国人

33 川崎市(神奈川県) 2009.04 ○要協議
1/12以上、
要議決

1/10以上 なし 18歳以上定住外国人

34 木曽町(長野県) 2009.04 ○要議決
1/3以上、
要議決

1/5以上 4/10以上 なし

35 北広島市(北海道) 2009.06 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上定住外国人

36 四国中央市(愛媛県) 2009.07 ○
1/12以上、
要議決

1/5以上 なし なし

37 小金井市(東京都) 2009.09 × × 13/100以上 なし 18歳以上永住外国人

38 滝沢市(岩手県) 2010.10 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

39 小諸市(長野県) 2010.12 ○要議決
1/12以上、
要議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

なし 16歳以上永住外国人

40 嘉麻市(福岡県) 2010.12 ×
1/12以上、
要議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

1/2以上 なし

№ 自治体名 施行年月
発案権者

成立要件
有権者以外の
投票資格者

常設型の住民投票条例を制定している自治体
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長 議員 住民

41 多治見市(岐阜県) 2010.04 ○要議決
1/12以上、
要議決

1/4以上 なし なし

42 羽咋市(石川県) 2011.01 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 なし

43 八潮市(埼玉県) 2011.12 ○
1/12以上、
要議決

1/4以上 1/2以上 なし

44 野田市(千葉県) 2011.08 ○
1/12以上、
要議決

1/10以上 なし なし

45 西和賀町(岩手県) 2012.01 ○
1/6以上、
要議決

1/6以上 なし 16歳以上定住外国人

46 美幌町(北海道) 2012.04 ○
1/12以上、
要議決

1/4以上 なし 18歳以上定住外国人

47 日吉津村(鳥取県) 2012.06 ○
1/6以上、要

議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

1/2以上 18歳以上永住外国人

48 信濃町(長野県) 2012.09 ○
1/3以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 20歳以上永住外国人

49 鳥取県 2013.10 ○
1/12以上、
要議決

1/10以上は
要議決

1/2以上 なし

50 白岡市(埼玉県) 2013.10 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 なし

51 安平町(北海道) 2013.12 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 なし なし

52 柴田町(宮城県) 2013.02 ○
1/12以上、
要議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

1/2以上 20歳以上永住外国人

53 草津市(滋賀県) 2013.03 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 なし

54 銚子市(千葉県) 2013.03 × × 1/6以上 なし なし

55 川口市(埼玉県) 2013.04 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 なし なし

56 日進市(愛知県) 2013.04 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 なし なし

57 厚木市(神奈川県) 2013.04 ○
1/12以上、
要議決

1/5以上 なし なし

58 鴻巣市(埼玉県) 2013.06 ○ 1/3以上賛成 1/5以上 1/2以上 なし

59 八頭町(鳥取県) 2013.09 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 1/2以上 なし

60 掛川市(静岡県) 2014.10 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 なし 18歳以上定住外国人

発案権者
成立要件

有権者以外の
投票資格者

№ 自治体名 施行年月
長 議員 住民

61 丹波篠山市(兵庫県) 2014.04 ○
1/12以上、
要議決

1/5以上 1/2以上 なし

62 新城市(愛知県) 2014.04 × × 1/3以上 なし なし

63 北見市(北海道) 2015.12 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

64 東浦町(愛知県) 2015.12 ○要議決
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 なし

65 十日町市(新潟県) 2015.04 ○
1/12以上、
要議決

1/3以上 なし なし

66 野洲市(滋賀県) 2015.09 ○
1/12以上、
要議決

1/4以上、
1/50以上は
要議決

1/2以上 18歳以上定住外国人

67 栃木市(栃木県) 2015.09 × × 1/6以上 なし なし

68 杵築市(大分県) 2016.10 ○
1/3以上、
要議決

1/5以上 1/2以上 18歳以上定住外国人

69 苫小牧市(北海道) 2016.04 ○ ○要議決 1/4以上 なし 18歳以上永住外国人

70 流山市(千葉県) 2017.12 × × 1/6以上 なし 18歳以上永住外国人

71 占冠村(北海道) 2017.04 × × 1/5以上 なし 18歳以上定住外国人

72 生駒市(奈良県) 2017.04 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 なし 18歳以上定住外国人

73 穴栗市(兵庫県) 2018.10 ○ × 1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

74 橿原市(奈良県) 2018.12 × × 1/6以上 1/3以上 なし

75 愛荘町(滋賀県) 未施行 ○
1/4以上、
要議決

1/6以上 なし 18歳以上永住外国人

76 阪南市(大阪府) 2019.10 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

77 米原市(滋賀県) 未施行 ○
1/12以上、
要議決

1/6以上 1/2以上 18歳以上永住外国人

78 川西市(兵庫県) 1957.8

№ 自治体名 施行年月
発案権者

成立要件
有権者以外の
投票資格者

「廃置分合の場合は、あらかじめ議会の同意を得て行わなければならない」とい
う規定。
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※78自治体＝自治基本条例を制定している自治体の約2割



 論点のポイント

 論点１ 「住民投票」を盛り込むか

 論点２ 「住民投票」を盛り込む場合は、「個別設置型」か「常設型」か

 論点３-１ 「個別設置型」とする場合の規定

 論点３-２ 「常設型」とする場合の規定

※別途住民投票条例の議論・策定が必要となる

 論点３ 基本的事項は、「何を」、「どこまで」規定するか
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町民が「まちづくりに参加する」
という目的は同じ

条文の目的

 権利と義務の規定

主 語

誰に？

権 利 義 務

どんな権利を保障？ どんな義務を課す？

条文規定

目的は？

例えば．．． 「町民は、まちづくりに参加する権利を有する」

「町は、町民がまちづくりに参加できるように措置しなければならない」

町民の権利を保障する規定

町に義務を課す規定

実質的に
「条文の目的（町民がまちづくりに参加する）」

につながる
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（参考資料）住民投票の動き

直：直接請求 首：首長提案 議：議員提案
×：否決 ○：可決又は修正可決 ☆：住民投票実施 1979年～2001年2月
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月間地方分権（ぎょうせい 2001年3月号）


